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研究成果の概要（和文）： 

 本研究を通して多国間外交、二国間関係双方の視点から１９７０年代の国際政治の多極化に

おける日本外交の変遷のダイナミズムを解明することができた。単著論文や学会報告の形で纏

められたこれらの成果は冷戦期日本外交史研究に新たな分析視点を提供すると同時に、日米関

係史、日豪関係史、そして日本の国連政策史の各分野で複数の新課題の発見につながった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
  This study aimed at clarifying the mechanism of Japan‟s foreign policy making (on both bilateral 

and multilateral levels) in the context of the motipolarization of international relations in the 1970s. 

The results, in the form of journal articles and conference papers, not only have provided new 

analytic angles for studies on Japanese foreign relations in the Cold War but also have paved way 

for improved understandings on the historical dynamics of Japan-US alliance, Japanese-Australian 

relationship and Japan‟s UN diplomacy. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究が開始される時点において、1970 年
代の日本外交に関する本格的な外交史研究
はようやく現れつつあったが、「多極化」と
いう 70 年代以降の国際関係の流れと日本外
交との関係についての分析はほとんどなさ
れていない。他方、ポスト冷戦時代の国際政
治を分析する際、多くの論者は「多極化」と
いうキーワードを頻繁に使っている。なかで
も米ソ中心の「二極」構造から「多極」構造
への転換期に、日本はいかにしてその対外政

策を調整すべきかという問題をめぐって活
発な議論が展開されている。ただ、いわゆる
国際政治の「多極化」は必ずしも冷戦終結後
の現象ではなく、まだ米ソ両陣営の対立が続
いていた 70 年代以降、次第に定着してきた
ものである。日本及び関係国の外交政策決定
者たちも、上の文脈に沿って、多極化が進ん
でいる国際政治システムにおける日本の戦
略的立場や役割について政策検討を以前か
ら積み重ねてきた。このような経験は今日の
日本外交が直面する諸問題を理解する上で
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極めて価値の高いものであるが、これに関す
る研究は外交史もしくは国際政治学の分野
でいまだ本格的になされていない。それは特
に次のようなの側面で表われていた。 

 

(1) 70 年代の日本外交に関する先行研究の
多くは依然として日米同盟、日中・日ソ・日
韓関係のような二国間関係中心の分析が主
流となっており、この時代に顕著になってき
た多国間の政策調整をめぐる分析視点は欠
如していた。 

 

(2) 二国間関係に限定されたため、特定の大
国（例えば米国）に対する日本外交の受動性
が強調された反面、多国間外交の場で多くみ
られる経済大国としての日本の外交姿勢の
転換への認識は不足していた。 

 

(3) 70 年代の日本外交の舞台として二国間
交渉の場を重視する余り、国連をはじめとす
る多国間協議機構や地域協力組織における
日本の行動の変化を正確にとらえることは
できていなかった。 

 

(4) 国際機構における日本の活動に言及す
る数少ない先行研究の大半は伝統的な政
治・安全保障分野の問題に特化しすぎたゆえ、
多極化時代の日本の多国間外交はそれまで
の時代とさほど変化していないかのような
先入観を創り出した。これに対し、機能的な
分野における日本の対国際機構政策はほと
んど注目されておらず、外交の「傍流」とし
て看過されがちであった。 

 

２．研究の目的 

本研究は国際政治の「多極化」と日本外交
の「多極化」の相互作用のメカニズムの解明
を目的とするが、それは主に次のような形で
具現化させる。 

 

(1) 日本の政策立案者たちが多極化の新時
代をいかに捉え、この時代における自国の戦
略的な利害関係をいかに定義し、そしてこの
日本側の戦略的思惑は日々進化している国
際政治の多極化といかに連動しているのか
を明確化にしたい。 

 

(2) 二国間関係だけでなく、地域的安全保障
体制または秩序の構築、及びグローバルな次
元での冷戦の変容という複数の視点から、多
極化の時代における日本外交の変容とそれ
によって誘発された米国、豪州、英国など主
要関係国の対日戦略の変化を検証したい。 

 

(1)と(2)の両方を念頭に入れることで、日本の
内と外、二国間同盟、地域の秩序構築及びグ
ローバルなレベルでの国際関係の変容など

複数の角度から多極化の時代の立体的な日
本外交像の構築を目指した。 

 

３．研究の方法 

上記の問題意識に基づき、同時進行的に三つ
の課題に絞って作業を進めてきた。 
 

(1) 日本外交の「多極化」と国連外交をめぐ
る研究 
 

①� 中国代表権問題をめぐる日米英の攻
防 

70 年代の日本外交が迎えた最初の試練の
一つに、国連における中国代表権問題があっ
た。その問題をめぐる日米中英などの駆け引
きは 60 年代までの伝統的な冷戦外交の終焉
と「多極化」の新時代の幕開けの両方を意味
している。そのため、本研究はまずこの問題
に焦点を当て、比較外交政策分析の手法を用
いて日本の対中外交を対米、対英、対国連と
いう異なる視点から検証を試みた。この際、
凡そ 2年間をかけて、米国第二国立公文書館
(National Archives II)、英国国立公文書館(The 

National Archives)、並びに外務省外交史料館
で精力的に資料調査を行ない、近年公刊され
たものの、まだ学術研究でほとんど使われて
いない一次資料を多く収集した。更に、日本
側の資料については、外交史料館で閲覧でき
るものがかなり限られているため、情報公開
制度を利用する形で、外務省に対して情報開
示請求を行ない、重要な資料を多数入手する
ことができた。また、補足的な二次資料とし
て、マスコミ関係の報道資料（新聞記事、雑
誌インタビューの記録など）と中国語の文献
（回想録や年譜類）も大量に発掘し、分析に
活用した。しかも、このテーマに関する従来
の研究と違い、外交史分野で多く使われてい
ない比較外交政策分析の手法を取り入れ、複
数の国々をめぐる政策の連鎖反応のなかで
日本の対応とその背景を捉えてみた。 
 
②多極化時代の日本外交と国際文化機構 
多極化が進む 70 年代の日本の多国間外交

のもう一つの晴れ舞台は機能的な国際組織
であった。従来の研究において、政治や安全
保障面における日本の対国際組織外交に言
及しながらも、文化、社会、経済等機能的な
分野における日本の国際組織外交はしばし
ば捨象されている。その結果、70 年代以降、
日本がこれらの組織との関係強化に急速に
力を入れ始めたという重要な事実が長い間
看過されてきた。こうした先行研究のバイア
スを是正する目的で、本研究は 70 年以降、
とりわけ活発になった文化教育関係の国際
機構（ユネスコと国連大学）との協力を取り
上げ、その形成と背後にある時代の変化との
因果関係を明らかにしてみた。この課題に関



 

 

する日本側の一時資料の多くは外務省外交
史料館や日本ユネスコ国内委員会の文献か
ら得ており、それに補足する形で米国国立第
二公文書館、英国国立公文書館、並びに豪州
国立公文書館(National Archives of Australia) 

においてもある程度収集してきた。それらを
活用しながら、まず冷戦期全般における日本
の国際文化機構との協力の変遷の流れをつ
かみ、それにおける 70 年代の政策の位置づ
けを確認する。そして、70年代に関する個別
な事例研究に入り、共産陣営だけでなく自由
陣営の多くの国々とも距離を置く形で進め
られた日本の政策の背景と多極化との因果
関係を具体的な形で解明した。 
 
（2）日本外交の「多極化」とアジア太平洋
地域の安全保障協力体制の再構築をめぐる
研究 
課題(1)に続いて、国際政治の多極化のも

う一つの舞台である地域レベルの多国間外
交にも分析のメスを入れた。ただ、従来の研
究では 70 年代の日本の地域外交というと、
もっぱら東アジアの特定の隣国（例えば中国、
韓国、北朝鮮）か東南アジアの地域枠組み
（ASEAN など）への関与に特化してしまう傾
向が見られるが、本研究においては意識的に
「アジア太平洋」というより広い意味での地
域概念に立脚し、「アジア」と「太平洋」双
方の地域秩序形成における日本の役割を分
析してみた。しかも、切り口として「東南ア
ジア」ではなく、先行研究で多く語らなかっ
た太平洋側の豪州を対象にした。豪州は当時、
対外戦略の重心を欧米からアジアへ移行さ
せるため、試行錯誤を繰り返していたが、こ
の豪州の新戦略における日本の位置づけ、そ
れに対する日本側の対応を解明することに
よって、日豪両国間の政策調整がやがてアジ
ア太平洋という新たな地域概念の登場につ
ながっていく過程を描くことが可能となる。
それは地域的なレベルにおいて多極化がど
のような形で日本の外交姿勢に影響を及ぼ
したかを検証する最適の事例だけでなく、80
年代以降、日豪の協力でアジア太平洋の地域
協力が更に進化していく背景の解明にとっ
ても極めて重要な手掛かりになる。この実証
研究を行なうに当って、日本や豪州の文献の
みならず、米国や英国など、70 年代当時のア
ジア太平洋地域の秩序形成に重大な関心を
持っていた主要国の文書館も訪れ、調査を実
施した。2 年間の調査で入手した文書は合計
7000頁を超える分量になっており、それらを
精読・精選した結果、凡そ 600頁のソースフ
ァイルを作成した。それに基づいて特定の政
策案件（例えば、友好通商航海条約の締結問
題）をめぐる日豪双方の動向を整理しながら、
その背後にある思惑の衝突と調整の過程を
解明する。これを出発点にし、相互不信から

限定的な協力を経て、最終的には地域秩序構
築のパートナーシップの形成に辿りつく流
れの根底にある相互作用のメカニズムを明
らかにする。一連の分析の主軸は日豪に置く
が、米英中ソなど関係国の動向も従属変数と
して視野に入れた。 
 
（3）多極化時代日本の「未来像」をめぐる
実証分析 
 本研究は「多極化」に焦点を当てるものの、
二国間次元での分析を対象外にするわけで
はない。従来の二国間中心の研究では日本が
諸大国の華麗な外交活動に翻弄される姿が
しばしば強調されていた。しかし、このよう
な受動的な日本外交像は 70 年代における多
極化の進展と日本自身の国力の増大によっ
て、諸大国の方は日本の将来に対し、期待と
不安の両方を感じていたとの事実を見逃し
てしまいかねない。更に、日本政府の関係者
も、経済大国に成長した後、今後をめぐる長
期的な展望も模索していたのである。この海
外からの見る大国日本像と日本自身が描い
ている日本像とは必ずしも常に一致するも
のでなく、時には大きな乖離も生じている。
そこから多極化時代の日本外交にまつわる
ある種の不確定要素が生まれてきたのであ
るが、それに関する本格的な分析もまた先行
研究で欠落していると言わざるを得ない。こ
の空白を埋める初期的な作業も本研究プロ
ジェクトの一環として実施した。その際、研
究の対象として、多極化時代の日米同盟の変
容に照準を当てる。ただし、従来のように、
沖縄、基地の再編、貿易摩擦など具体的な二
国間案件を個別的に取り上げる手法は今回
採用しない。代わりに、政治や安全保障面に
おける日本の長期的な進路についての日米
双方の議論を比較的に長いタイムフレーム
（70年から 80年までの 10年間）で解析する。
それを元に、大国日本の将来をめぐる「実像」
と「虚像」が日米双方においていかなる形で
形成されたかを比較分析した。安全保障に関
する敏感な話題が多かったこともあり、この
課題についての研究で最大な難関となるの
が一次資料、殊に日本側のそれが大変不足し
ているという現状であった。それを克服する
ため、日本側に関しては外交史料館所蔵資料
の発掘と並んで、オーラルヒストリの記録、
他の研究者との間で情報公開資料の共有の
強化、更に米英豪などの一次資料を通して日
本側の言動をキャッチするなどの方法で多
方面からデータを蓄積してみた。また、分析
に当って、常に日米双方の目線から物事をみ
る形で作業を進め、それをもって認識のギャ
ップに由来する政策面及び戦略面での葛藤
を浮き彫りにさせる。この手法はかなり程度
まで功を奏し、今日にも良く聞こえる日米同
盟の不調和音の原点の一つを明らかにする



 

 

ことができた。 
 
 
４．研究成果 
上記の三つの視点からなされた一連の作業
の成果として： 
 
課題（1）の場合はまず中国代表権問題にお
ける日本の 役割について “Fighting with 

Formulas over China: Japan and the United 

Kingdom at the United Nations, 1961-1971”と題
する英文の論文をまとめあげ、2009年に現代
国際関係史分野で最も権威的なジャーナル
の一つである The International History Review

誌で公刊された。他方、対国際文化機構協力
を め ぐ っ て は “Japanese Relations with 

UNESCO during the Cold War”と題する英文の
論文を執筆し、ドイツで開催されたユネスコ
史のシンポジウムで発表し、大きな反響を及
ぼした。特に、米ソ冷戦やヨーロッパのデタ
ントなどの文脈でユネスコとその加盟国と
の関係を論じてきた欧米の歴史家にとって
東アジアに位置する日本のユネスコや国連
大学への関与と支援は「不思議」ともいえる
ほど興味深い現象であり、その意味で、本研
究における問題提起によって、今後文化面に
おける多極化時代の多国間協力についての
外交史研究に新たな方向性が現われたとい
えよう。 
 
課題(2)に関連して、1970 年代初頭の日豪協
力とアジア太平洋地域の安全保障秩序との
関係に焦点を絞り、「脅威か友か―1970 年代
初期のオーストラリアの対日政策に関する
一考察」と題する論文を 2009 年度日本国際
政治学会部会で報告し、好評を得た。その後、
日本側の視点をめぐる分析を補強する形で
修正稿も完成しており、共著またはジャーナ
ル論文の形で年度内の公刊を目指している。
いずれにせよ、課題(2) については先行研究
が皆無に等しい状況であり、今後更に掘り下
げていく考えである。 

 

 上記の研究以外にも、課題(1)の研究で得ら
れたヒントを元に、冷戦期全般の二本の国連
外交をレビューする論文を『外交フォーラ
ム』誌の国連外交特集号に掲載された。 
 
課題(3)に関し、ニクソン及びフォード政権
期における日本の大国化と日米同盟の将来
についての議論を中心に、英文で 2 本の論文
を書き上げた。まず、ニクソン政権期につい
ては“Coping with Rise of a „New Major Power‟: 

U.S. Foreign Policymaking in Relation to Japan 

under the Nixon/Ford Administrations”と題する
論文をワシントンDCで開催された 2009年度
米国外交史学会（The Society for Historians of 

American Foreign Relations）年次大会で報告し、
フロアーから大変良い反応が示された。その
勢いで、今度はフォード政権期の状況につい
て“Harmonizing the Rising Sun: A Study on 

US-Japan Political/Security Relations in the 

Early 1970s”と題する論文をシドニー大学の
東アジア講義シリーズで発表し、高い評価を
受けた。この二つの論文については今後加筆
修正の上、国際ジャーナルに投稿することに
なっており、長期的には日本の大国化と日米
同盟の変容に関する英文著書の土台の一部
として活用していきたい。 
 
本研究は日本外交研究の多くの空白を埋

めるのみならず、「国際社会における日本」
という視点を歴史的に再認識する一つの契
機をも提供しうると確信する。上記の各研究
成果はいずれも報告または公刊の時点で大
きな反響を呼んでおり、そこから、共同研究
または共著プロジェクトの構想も生まれて
おり、米ソ中心の歴史研究の流れのなかで日
本外交をめぐる実証研究の強化とその質の
向上へ向けて極めて重要な手掛かりを得た
といえる。 
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